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新型コロナウイルス感染症の拡大以降、会社は営業費用の削減をしています。コロナ前の 2019

年度決算では 17,670億円を計上していましたが、2021年度決算では 15,737 億円となり 2年間

で「1,933億円を削減」してきました。 

その内訳を見ると人件費は 4,444億から「750億円」を削減。人件費以外の科目は合計で 13,226

億円から「1,182億円」を削減しています。人件費以外も削減はしているものの、割合とすれば

人件費以外で「11％の削減」にとどまる一方、人件費は「17％も削減」されており、社員数減

などを差し引いても大幅な「人件費コントロール」を行ってきたことが読み取れます。 

 それを象徴するように 1人あたりの期末手当支給額も削減されてきました。支給額の平均削減

額を計算すると 2020年度は「約 50万円」、2021年度は「約 70万円」が期末手当で削減されて

います。仮に今年度も昨年と同水準の支給月数だとした場合、3年間で約 200万円もの期末手当

が削られることになります。 
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2022 年度の通期業績予想に目を向けると、業績の回復に伴って営業費用は 1,202 億円増とし

ています。そのうち人件費はたったの「166億円増」に抑えている一方、人件費以外は 1,036億

円の増加を見込んでおり、コロナ前の水準に戻る予想を立てています。 

賃金を削減する際はいち早く大幅に削減し、回復させる時だけ上げ渋るようなことがあっては

なりません。 

2年間の賃金削減額を考慮すると社員の家計は逼迫しており、夏季手当 3.0 ヶ月分の支給は生

活を維持するために最低限必要な支給額です！ 
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